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交通空白解消、公共交通、そして
道路運送法

神戸運輸監理部兵庫陸運部輸送部門

令和８年７月３０日

兵庫県内自治体の皆様へ

入門（今年度から携わる）への手引き。
もしくは基礎（理解して、土台づくり）そして基本（手順やルールを
知り、判断・行動の指針）の習得に向けて。

資料１



０－１．少子高齢化根拠と現状、公共交通とは①
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・人口減少及び高齢化が全国的に進む中、免許返納した高齢者をは
じめ移動手段の確保に対する不安が高まっている。
・一方、乗合バス・鉄軌道路線の減便・廃止やバス・タクシードラ
イバーの減少が進み、公共交通の確保は危機的な状況。

↑国土交通省「交通空白」解消本部
第１回R6.7.17開催）資料「「地域の足」「観光
の足」の現状と対策」より

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「人口統計資料集２０２６」



０－１．少子高齢化根拠と現状、公共交通とは②
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交通空白解消手段である、バス／タクシー／自家用有償旅客運送について説明します。

また「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）
での車両基準については話しません。

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号) 抄
第二条（定義）
この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 地域公共交通
地域住民の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客その他の当該地域を来

訪する者の移動のための交通手段として利用される公共交通機関をいう。
二 公共交通事業者等 次に掲げる者をいう。

・鉄道、軌道
・バス、タクシー、自家用有償旅客運送
・船舶 など



０－２．交通空白とは
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◆市区町村や地域住民等がその解消に向けて何らかの対応が必要と認識しているもの
（課題認識はあるが、「交通空白」解消の手段が未定・検討中のものも含む。）

「交通空白」は、通学・通院・買い物・就労・観光といった基本的な生活様式や消費行動を制約し、
個々の不便にとどまらず、地域社会や経済全体に連鎖的な影響を及ぼしている。

「交通空白」の判断にあたっては、従来どおり、画一的な指標のみに依拠することなく、地域ごと
の実情や住民・利用者の視点を十分に踏まえた総合的な判断が求められる。

令和８年６月10日に「国土交通省「交通空白」解消本部」が発出した

によると

「交通空白」解消に向けた取組方針2026 
～「地域の繁栄の礎」として、地域と個人の成長を阻む「見えない壁」の打破を目指す～

「交通空白」の考え方 とは、誰もがアクセスできる移動の足がない又は利用しづらいなど地域交通に係るお困りごとを抱
える地域（必ずしも、地理的、空間的な「交通空白」に限らない）
例）①

②

③

「交通空白」は地域と個人の成長を阻む「見えない壁」である （時間の壁、経済の壁、機会の壁）

鉄道駅から500m圏内にあるものの、当該駅からの列車本数が極めて少なく、医療施設や学校へ行く「生活の足」
としては使い勝手が悪い＝「交通空白」 
最寄りのバス停から 300ｍ圏内であるが、坂道が多い団地で高齢者にとって移動がしづらい。タクシーも電話予約
しても一定時間で配車されないことが多く、日常生活の移動に支障がある＝「交通空白」 
区域運行のエリアだが、前日予約が必須であることや、朝夕に配車されないなどの課題がある＝「交通空白」
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地域公共交通会議

地域協議会

地域公共交通活性化協議会

運賃協議会（R5.10.1～）

運営協議会 ：

総合交通戦略：

自家用有償旅客運送を行う際には、運営協議会における協議を行う必要があり、必要性／旅客から収受する
対価、その他必要となる事項の協議を行うこととされている。現在、法令上で地域公共交通会議に統合。

都市・地域総合交通戦略要綱に基づく。国交省都市局管轄。都市の将来像を実現するために交通事業とまち
づくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を図る計画。

◆根拠：道路運送法施行規則（第４条第２項）
◆目的：
・地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様等に関
する事項
・路線（当該路線が一の市町村内においてのみ行われる
路線定期運行である場合に限る。）の休止又は廃止に関
する事項
・自家用有償旅客運送の必要性及び旅客から収受する対
価に関する事項
◆対象：バス（乗合）、タクシー（乗合・乗用）、自家
用有償運送

◆根拠：道路運送法施行規則（第１５条の４第２項）
◆目的：（路線の休廃止の申し出を受け）地域住民の生
活に必要な旅客輸送を確保するための枠組みづくりその
他の生活交通について審議 
◆対象：一般乗合※路線定期運行のみ

◆根拠：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律
（第６条）
◆目的：地域公共交通計画の作成及び実施に関し必要な
協議
◆対象：多様な交通モード（鉄軌道、旅客船等も含む）

※活性化協議会は、乗合バス等の運行費補助（地域間幹
線・地域内フィーダー）の交付対象になっている

◆根拠：鉄道事業法（第１６条第４項）、道路運送法
（第９条第４項、第９条の３第３項）
◆目的：地域における需要に応じ当該地域の住民の生活
のための旅客の運送を確保する必要がある路線又は営業
区域に係る運賃等について協議
◆対象：鉄道・バス（乗合）・タクシー（乗合・乗用）

０－３．皆さんが携わっている公共交通関係の会議

※住民、利用者等の利害関係者の意見を反映させるために事前に
必要な措置を講じる必要がある。（公聴会、パブコメ 等）

※活性化協議会は、乗合バス等の運行費補助（地域間幹線・地域
内フィーダー）の交付対象になっています。

ほかにもあれば、後で教えてください



法＝道路運送法、省＝道路運送法施行規則

区 分 種 類 種 別 運行の態様別 代表的な運行形態

旅客自動車運送事業
（法2条）

一般旅客自動車運送
事業（法3条）

一般乗合旅客自動車運送事業
（法4条）
（乗合旅客の運送）

路線定期運行
（省3条の3）

・路線バス
・コミュニティバス
・乗合タクシー

路線不定期運行
（省3条の3） ・コミュニティバス

・乗合タクシー
・デマンド型交通区域運行

（省3条の3）

一般貸切旅客自動車運送事業（法4条）
（1個の契約で11人以上の自動車を貸切って行う旅客運送）

・貸切バス

一般乗用旅客自動車運送事業（法4条）
（1個の契約で11人未満の自動車を貸切って行う旅客運送）

・タクシー

特定旅客自動車運送事業（法43条） ・工場従業員の送迎バス

国土交通大臣の許可を受けた場合等における、貸切バス事業者、タクシー事業者による乗合旅客の運送（法
21条）

・鉄道代行バス
・イベント送迎シャトルバス

自家用自動車による
有償の旅客運送
（法78条）

自家用有償旅客運送
（法78条2号・79条）

交通空白地有償運送（省51条）
（公共ライドシェア）

・自治体バス
・交通空白地有償運送

福祉有償運送（省51条） ・福祉有償運送

国土交通大臣の許可を受けて行う運送（法78条3号）
・日本版ライドシェア
・幼稚園バス

災害のため緊急を要するときに行う運送（法78条1号）

１．道路運送法の事業区分
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（定時定路線で運行）

（定時定路線 以外で運行）

（事業用ナンバー（有償性）、自家用ナンバー（原則、無償。例外としての有償））

※そのほか、自家用ナンバーで「許可又は登録を要しない運送様態」があります。資料後半に出てきます。
※自家用ナンバーで営業行為をした場合、違法と判断されます。これを白バス、白タクと言っています。

※貨客混載 制度もあり

（営業区域
というものがあります）



２．一般乗合旅客自動車運送事業①

経営許可にあたって必要な事項（許可基準公示より）

定員１１人以上の車両を常用５両＋予備車１両以上

（バリアフリー基準適合であること）

営業所・乗務員の休憩施設・車庫

必要な人員（運行管理者・整備管理者・乗務員等）

路線（運行する道路）・停留所

それらを賄う資金

法令遵守（欠格事由に該当しない、法令知識の有無、社会保険等） 等

6

基本、「路線定期運行」（路線を定めて定期に運行する（＝ダイヤ通り）自動車による乗合旅

客運送）である。

このほか、
◆自社の収益の根拠となる「運賃」の設定
◆利用者との利用条件の根拠となる「運送約款」の制定及び国土交通大臣の認可
◆許可を得た路線上をどのようなダイヤで運行するか（運行計画）を定める
◆国土交通大臣に届け出て、停留所などに通過時刻を掲示。 ※本日は運賃については触れません。



２．一般乗合旅客自動車運送事業②
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左図において
赤色が塗られた道路を路線（認可を得ている）
としますと、いくつかの系統が設定可能。
例えば
１系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｂ経由）
２系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ、Ｅ、Ｆ経由）
２－２系統（短絡系統）

・・・Ａ発→Ｅ行（Ｄ経由）
３系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ，Ｅ，Ｂ経由）

A Ｂ Ｃ

路線と系統
○路線・・・一般乗合旅客自動車運送事業者が営業運行する認可を得ている道路
○系統・・・単独又は複数の路線（道路）を組み合わせ、運行する「パターン」

G

１系統

２系統

２－１系統

Ｄ Ｅ Ｆ

３系統

すでに一部運行しているが、赤線でない道路（黒色）は認可を得ていないので、そ
こを運行する設定はできない。
例えば「Ａ発→Ｃ行（Ｄ・G・Ｂ経由）」、「Ａ発→Ｅ行（Ｇ経由）」。
どうしようか・・・・・



２．一般乗合旅客自動車運送事業③
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事業計画変更認可申請（路線の新設）を。
ただし、認可までの標準処理期間は３ヶ月です。一方で地域公共交通会議での協議が
整った場合は概ね１ヶ月を目処としています。
しかし、新設予定が決まっている場合は会議の早期の開催をお願いします。

G

A Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

これまでは
１系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｂ経由）
２系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ、Ｅ、Ｆ経由）
２－２系統（短絡系統）

・・・Ａ発→Ｅ行（Ｄ経由）
３系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ，Ｅ，Ｂ経由）

赤破線（Ａ～Ｇ、Ｇ～Ｂ）が認可されたことにより、
４系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｇ・Ｂ経由）の設定が可能

４系統

新たな系統をつくるのだが、次は・・・
運賃設定は必要？新たな系統は、どの時間を運行しようか？企画券はつくる？
これまでの系統は減便しようか？人気がない系統を廃止しようか？
系統を廃止したら、認可路線を運行していないことになる、どうしようか？
安全性／他系統とのダイヤ／車両／人（運転者）の各調整を社内ですること！！！



２．一般乗合旅客自動車運送事業④
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G

A Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

認可されたことで
１系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｂ経由）
２系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ、Ｅ、Ｆ経由）
２－２系統（短絡系統）

・・・Ａ発→Ｅ行（Ｄ経由）
３系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｄ，Ｅ，Ｂ経由）
４系統・・・Ａ発→Ｃ行（Ｇ・Ｂ経由）

を運行しようとします。

系統のダイヤ変更、増便、減便をするのであれば運行計画変更届出を。
（それ以外にも系統の新設・変更、運輸をする期間の変更、デマンド運行の設定、フ
リー乗降区間の設定等）
原則３０日前までに国への事前届出
（例外：変更内容が軽微な場合は７日前までの届出、遅滞なく（事後）届出）
また、系統新設であれば運賃届（場合によっては認可申請）が必要になってきます。
停留所増減であれば事業計画変更届出を。同時に運賃関係も必要な場合があります。

系統を廃止して、結果として一部の路線を使わなくなるのであれば、事業計画変更届
（路線の休止もしくは路線の廃止）を。
原則６ヶ月前までに国への事前届出
（例外：地域公共交通会議の合意、代替路線があるなどの「旅客の利便を阻害しない
場合」には３０日前までの事前届出）

「危険なバス停問題」を意識してください



自治体が企画・計画するコミュニティバス運用が全国で広まり、次に小型化された「乗合タク
シー」が出てきました。そして、従来の定時定路線運行では非効率という考えから、より柔軟な
（弾力的な）運行形態が求められ、利用者の需要に応じて運行する「デマンド交通」の運用が広
まっています。

①路線不定期運行（路線を定めて不定期に運行する）

②区域運行（路線定期運行・路線不定期運行以外）

③定員１１人未満の車両の導入

④使用車両数５両未満での実施

⑤バリアフリー基準非対応車両の導入（マイクロバスなど）

２．一般乗合旅客自動車運送事業⑤
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神戸市灘区乗合デマンド交通
「おばのやま号」出発式（R5.9.1）

（路線定期運行のみ 路線不定期運行・区域運行は対象外）

そのうえで地域の支援などの地域・関係者の合意のもと、事業者の運賃制度とは違った運賃設定を希望。

地域公共交通会議で協議が整うことにより柔軟な取扱が可能となりました。
ただし、 路線定期運行の運賃については、運賃を協議する協議体で。
（R5.10に道路運送法が改正され、道路運送法第９条第４項の規定により、運賃等に
ついては地域公共交通会議（道路運送法施行規則第４条第２項）とは別の協議会
（「運賃協議会」という。）を開催しなければならないこととなった。）

上記の形態に沿った運行をするため、許可申請等が必要。



３．一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）
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経営許可にあたって必要な事項（許可基準公示より）

定員１１人未満の車両を神戸市域（※）では１０両、

その他の地域では５両 （※※）

営業所・乗務員の休憩施設・車庫

必要な人員（運行管理者・整備管理者・乗務員等）

それらを賄う資金

法令遵守（欠格事由に該当しない、法令知識の有無、社会保険等） 等

（※ 神戸市域＝神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、明石市、川辺郡）

（※※ 県内の一部地域では５両未満でも可能とする例外あり）

このほか、
◆自社の収益の根拠となる「運賃」の設定
◆利用者との利用条件の根拠となる「運送約款」の制定及び国土交通大臣の認可

R8.6現在、神戸市域、東播磨地域（加古川市、高砂市、加西市、小野市、三木市、三田市、西脇市、加東市、加古郡 及び多可郡）、
姫路・西播磨地域（姫路市、赤穂市、相生市、宍粟市、たつの市、神崎郡、佐用郡、揖保郡及び赤穂郡）においては
原則として新規許可・増車が認められていません。（適正化・活性化法に基づく）

注意事項

（都市型ハイヤー除く）



４．一般貸切・一般乗用旅客自動車運送事業者による乗合許可（「21条許可」）

12

しかし、大型バスが必要なほどの輸送量が見込まれないような実証実験などでは、「一般乗合
旅客自動車運送事業」での対応が難しい場合が・・・

芦屋市乗合タクシー実証実験（写真提供 芦屋市）

一般貸切・一般乗用事業とは「1個の契約により自動車を貸切って旅客を運送する事業」です。

複数の利用者とそれぞれ契約をして、１両の車に混乗（乗合）させることはできません。
（道路運送法第３条）

そこで・・・

一般乗合事業者によることが困難な場合において、一般貸切・一般乗用事業者が一時的
な需要のために国土交通大臣の許可を得た場合「乗合運送」が可能になります。

これを「２１条許可」と言っています。

（道路運送法第２１条に関する基準公示があります）

一時的なイベント時の観客輸送
鉄道の工事運休などによる代替バス
「各種実証実験」を実施する際に主催者（市・町）

などからの要請を受けた場合

許可となる例

※目標値を定め、そのうえで結果を冷静に分析し、今後の対応を検討する必要が
あります。



５－１．自家用有償旅客運送（平成１８年創設）→公共ライドシェア①
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道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）抄

第７８条（有償運送）
自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供しては
ならない。
一 災害のため緊急を要するとき。
二 市町村、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他国土交通
省令で定める者が、次条の規定により地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送その他の国土交通省令
で定める旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。
三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の
用に供するとき。
第７９条（登録）
自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣の行う登録を受けなければならない。

バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送手段の確保が必要な場合に、必要な安全上の措置を
とった上で、市町村やＮＰＯ法人等が、自家用車を用いて有償（※）で提供する運送サービスを「自家用有旅客運送」と
いいます。 （※）旅客から収受する対価は営利を目的としない妥当な範囲内

◆地方公共団体の主宰する「地域公共交通会議」等で関係者
間で協議が調った場合に導入。
◆市町村、ＮＰＯ法人等が実施。（タクシー事業者も実施に
協力可能）
◆交通空白地有償運送は乗車定員規定なし。福祉有償運送は
乗車定員１０人以下。

自家用有償旅客運送
（道路運送法第７８条第２号）

自家用車活用事業
（道路運送法第７８条第３号）

◆国土交通省が指定する、『タクシーが不足する地域、時期
及び時間帯』で導入。
◆法人タクシー事業者（一般乗用旅客自動車運送事業の許可
を受けている者）が地域の自家用車や一般ドライバーを活用
して実施。
◆乗車定員１０人以下。

公共ライドシェア

Ｈ１８年にそれ以前の８０条バス、福祉有償運送を整理

日本版ライドシェア
（ＮＲＳ）



自家用有償旅客運送の登録は、以下の①②の流れで進めます。

※関係者：関係地方公共団体の長、バス・タクシー事業者及びその組織する団体、住民又は旅客、バス・タクシーの運転者が組織する団体、その他当該市町

村において協議を調える必要があると判断する者

自家用有償旅客運送を実施する者

自家用有償旅客運送の登録の流れ

①地域における関係者
（※）の協議

【地域公共交通会議、運営協議会等】
・ 自家用有償旅客運送の必要性、運送の区域
・ 事業者協力型自家用有償旅客運送を行うか否かに関する事項
・ その他自家用有償旅客運送に関し必要となる事項

②道路運送法に基づく
登録

【登録申請先】当該地域を管轄する運輸支局等

【有効期間】２年（重大事故を起こしていない場合等は3年、 事業者協力型を行う場合等は５年）
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・ 市町村
・ ＮＰＯ法人
・ 一般社団法人又は一般財団法人

・ （地方自治法に規定する）認可地縁団体
・ 農業協同組合
・ 消費生活協同組合

・ 商工会
・ 営利を目的としない法人格を有しない社団
※道路運送法施行規則第４８条参照

・ 医療法人
・ 社会福祉法人
・ 商工会議所

バス・タクシー事業者のサービス提供が困
難な地域において、地域住民、観光旅客
その他の来訪者の運送を行うもの

➢ 「路線」又は「区域」を設定
➢ 乗車定員規定なし

交通空白地有償運送
（住民等のための「自家用有償旅客運送」）

福祉有償運送
（身体障害者等のための「自家用有償旅客運送」）

タクシーその他の公共交通機関を利用することが困
難な身体障害者等であって、市町村に会員登録を
行った者等の輸送を行うもの

➢ 原則としてドア・ツー・ドアの個別輸送サービス（「区
域」を設定）

➢ 乗車定員１１人未満

自家用有償旅客運送の種類

５－１．自家用有償旅客運送（平成１８年創設）→公共ライドシェア②

必要な安全体制の確保（運行管理・整備管理の責任者の選任等）が求められる。
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自家用有償旅客運送の検討プロセス ＜以前＞ ＜現在＞

◆地域における関係者が協議を行うため、「地域公共交通会議」
又は「運営協議会」を設置することが必要です。

◆議決については、円滑な運営を確保するため、あらかじめ地域
公共交通会議や運営協議会の設置要綱に議決に係る方法を定
めておきましょう（法令上は、必ずしも全会一致での議決が求めら
れるものではありません）。

◆地域公共交通会議の主宰者たる市町村長又は都道府県知
事その他の構成員による自家用有償旅客運送の導入に関する提
案の内容について協議します。この場合、乗合タクシー等の地域の
交通事業者による運送サービスの提供の可否についても、当該提
案があった日から最長２ヶ月間程度の協議を重ねることとし、自
家用有償旅客運送又は地域の交通事業者による運送サービス
のいずれかについて、実施するとの結論に至った場合は、これを
もって地域公共交通会議における協議が調ったものとみなします。

安全体制の確保状況について、必要に応じ、監査等を実施。さらに是正命令や登録取消等の処分を実施。指導・監督

自家用有償旅客運送登録後

登録事項の変更

実績報告の提出

地域における関係者の協議を経て、変更登録申請。（軽微な変更の場合は変更届出）

毎年、前年4月1日から3月末までの実績を「輸送実績報告書」に記載し5月末までに運輸支局等に提出。

有効期限の更新 登録時に付された登録期限を更新するための申請。（更新の際も交通会議などでの合意が必要）

５－１．自家用有償旅客運送（平成１８年創設）→公共ライドシェア③
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事業者協力型自家用有償旅客運送の導入（令和2年11月）

そのほか、詳細な事項は「自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）ハンドブック」を参照願います。→サイトは次ページ

○過疎地等で市町村等が行う自家用有償旅客運送について、バス・タクシー事業者が運行管理、車両整備管理で協力する制度を創設
 ⇒運送の安全性を向上させつつ、実施を円滑化

○地域住民のみならず観光客を含む来訪者も対象として明確化  ⇒インバウンドを含む観光ニーズへも対応

ドライバー

市町村等が使用権原を有する自家用自動車

過疎地域等の交通事業者
（バス・タクシー）

運行管理
車両整備管理

自家用有償旅客運送者
（市町村等）事業者協力型自家用有償旅客運送

ノウハウを活用して協力

（協力の形態）
 ⇒ 交通事業者が運行管理、車両整備管理の委託を受ける。

 ⇒ 交通事業者がNPO等の構成員として参画し、運行管理、車両整備管理を担当する。

R5.11 配車サービスの提供等の「ノウハウ面の提供」等を追加

５－２．事業者協力型自家用有償旅客運送

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001851070.pdf


５－３．自家用有償旅客運送の活用（自家用有償旅客運送ハンドブック）
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国土交通省ＨＰ→物流・自動車サイトへ移動

令和２年改正以前 令和８年度現在

交通空白地有償運送

福祉有償運送

市町村

非営利団体等

非営利団体等

施行規則第５１条 運営主体 運行主体

市町村、交通事業者、
非営利団体等

非営利団体等

非営利団体等

市町村運営有償運送（交通空白輸送）

市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）

公共交通空白地有償運送

福祉有償運送

市町村



○交通空白地有償運送の実施地域において、自治体等
実施主体からの受託により、株式会社の参画が可能で
あることを通達上明記

株式会社が参画できることの明確化

〇「交通空白地」の目安を数値で示すとともに、夜間な
ど「時間帯による空白」の概念を通達上明記

「時間帯による空白」の概念の取込み 「対価」の目安の見直し

○対価の目安を地域のタクシー運賃の「約８割」とする
ことを通達上明記

観光地における宿泊施設の車両の共同使用の促進

○宿泊施設が所有している車両について、使用されてい
ない時間帯に自治体等自家用有償旅客運送の実
施主体に提供し、ホテル間の運送や地域住民等の
運送に活用することが可能であることを通達上明記

夜間になると公共交通機関の
運行が無くなる

適正利潤

タクシーの総括原価

運送の対価

タクシー固有の費用
（営業所、車庫等に係る償却費等）

自治体等の実施主体株式会社

実施主体への
協力

車両・
ドライバーの

提供

約８割

＋

＋

５－４．公共ライドシェア（道路運送法78条２号）の運用改善
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自治体等の
実施主体が運行

〇地域公共交通会議で２か月程度協議してもなお
結論に至らない場合には、協議内容を踏まえ首長
の責任により判断できることを通達上明記

地域公共交通会議の運営手法の見直し
タクシーとの共同運営の仕組み

の構築

○タクシーサービスの補完として自家
用有償旅客運送を活用するため、
タクシー事業者と市町村・ＮＰ
Ｏ等との共同運営（タクシー
サービスと自家用有償旅客運送
サービスとの一体的な提供）が
可能であることを通達上明記

○運送区域外の目的地への往
復を可能とする必要性が高
いことから、発地又は着地の
いずれかが運送区域内にあ
ればよいことを通達上明記

運送区域の設定の柔軟化

ダイナミックプライシングの導入

○一定のダイナミックプライシングを導入す
るため、以下の事項を通達上明記

①通常収受することとなっている対価に対して、５割増を上限、５割引を下限として、柔軟に対価の額を設定することが可能。

②手法としては、 ◆対価の額をリアルタイムに変動させる。◆対価の額が変動する時間帯や要件をあらかじめ決定する のいずれも可能。

③一定期間に収受した対価の総額は、「実費」の総額の範囲内でなければならないことから、これを３ヶ月ごとに確認。

R5.12、R6.4に文書発出



⚫ 地域交通の「担い手」「移動の足」不足解消のため、令和６年３月、タクシー事業者の管理の下で、自家用車・一
般ドライバーを活用した運送サービスの提供を可能とする日本版ライドシェア（自家用車活用事業）を創設。

⚫ タクシーが不足する地域・時期・時間帯において、地域の自家用車・一般ドライバーにより不足分を供給。

日本版ライドシェア使用車両の例（三重県志摩市）

提供体制

【運送主体】 タクシー事業者

【運送責任】 タクシー事業者

【管理体制】タクシーと同等の運行管理・車両整備管理

【使用車両】自家用車

【ドライバー】第１種免許の保有、タクシー会社が雇用し、

タクシー運転者と同等の研修等

運送の形態
アプリや電話によって事前に発着地が
決まった運行

運送の対価 タクシーの運賃（事前確定運賃）に準ずる

提供日時

／車両数

【大都市（12都市）】
アプリデータ、タクシー協会申出に基づく

【その他地域】
タクシー協会、タクシー事業者、自治体、
協議会の申出に基づく

６－１．自家用車活用事業（「日本版ライドシェア」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９～）

下図は第７回交通政策審議会陸上交通分科会自動車部会（R6.8.27）説明資料より

※「担い手」や「異動の足不足」という社会問題に対応するため、「デジタル行財政改革会議 中間とりまとめ」（R5.12.20デジタル行財政改革会議決定）において、創設
することになった。



↓第７回交通政策審議会陸上交通分科会自動車部会（R6.8.27）説明資料より
６－２．日本版ライドシェアのバージョンアップ（スケジュール）



◆雨天時・酷暑における対応

◆イベント開催時における輸送能力向上に係る方策

◆災害対応時の自家用車活用事業の活用

◆配車アプリを使用しない自家用車活用事業の導入

◆貨客混載に関する取扱い

◆協議運賃の取扱い

◆自家用車活用事業における大都市部以外の地域に
おける供給車両数・時間帯の拡充

◆鉄道等の公共交通機関の遅延時における自家用車
活用事業の活用

◆「自家用車活用事業における自家用車の車両整備管
理について」における中間点検の取扱い

◆タクシー以外の交通事業者（バス・鉄道等）の参入

国土交通省ＨＰ

６－３．日本版ライドシェアのバージョンアップ①全体



６－３．日本版ライドシェアのバージョンアップ②（配車アプリ未普及地域での導入）
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電話や現金支払いでも利用可能とすることにより、地方部での普及を促進

• 配車アプリが普及していない地域でも、日本版ライドシェアを導入できるよう、ガイドラインを策定。

国土交通省「交通空白」解消本部 第２回（R6.9.4開催）資料「日本版ライドシェアのバージョンアップとりまとめ（第１弾）より



６－３．日本版ライドシェアのバージョンアップ③（大都市部以外の地域における拡充）
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曜日・時間帯・台数制限の緩和

※営業収入や実車率の変化等のモニタリング。

○ × ○ ×

9時 正 一 正 正

10時 正 正 ・ ・

11時 正 正 ・ ・

金 土
（例）大都市部以外の地域でのタクシー不足状況確認のイメージ

アンケート・ヒアリング結果

オペレーターによる集計

大都市部以外の地域において、日本版ライドシェアを実施しようとするタクシー事業者の申し出により、

を可能とする。

タクシー事業者は実施状況のモニタリング  に必要なデータを提出し、供給過剰が発生するおそれがあると
地方運輸局等が認める場合は使用可能車両数を減じることとする。

✓曜日・時間帯の拡大
✓供給車両数の拡大（現在は、原則タクシー台数の5％まで→今後は、10％までに拡大）

国土交通省「交通空白」解消本部 第２回（R6.9.4開催）資料「日本版ライドシェアのバージョンアップとりまとめ（第１弾）より



神戸市域交通圏
（黄色で塗りつぶしたエリア）

または

まず、兵庫陸運部に相談を
24

た
つ
の
市

６－４．日本版ライドシェア 兵庫県下（「自家用車活用事業」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９）～）
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豊岡市竹野地区 バス型日本版ライドシェア

神戸市域交通圏
以外のエリア

営業区域内の自治体が、特定の曜日及び時間帯における不足車両数
を兵庫陸運部へ申し出た場合は、その内容を不足車両数とみなす。

金・土 １６時台～翌日５時台

当該営業区域のタクシー車両数の５％
（対象曜日・時間帯、車両数について、不足する場合の例外あり）

R6.4.26 公表（配車アプリデータに基づく）

水・金 ０時台～３時台 １００両
金・土 １７時台～翌日６時台 ５１０両

R6.5 公表した不足車両数の半分を
２ヶ年許可

許可車両 水・金 ５０両
金・土 ２５５両

Ｒ８．２．２６ 公表（配車アプリデータに基づく）

神戸市域では不足車両なし

しかし
R8.3 兵庫県タクシー協会より「毎日１７時～翌２時台３５両不足している」と
の申し出あり

申し出に基づき、現在は３５両分を希望する事業者へ配分し、２ヶ年の許可。

R8.2.26付 物流・自動車局旅客課長 事務連絡「自家用車活用事業における曜日・時間帯及び不足車両数の設定等について」参照（運輸局ＨＰ掲載）

配車アプリが普及している交通圏
（黄色で塗りつぶしたエリア 神戸市域交通圏）

※配車アプリデータ以外として、
「日本版ライドシェアのバー
ジョンアップ」に基づき対象と
なる日時の拡大が行われている。

タクシー会社に実施意向がある場合、アプリデータなしでの申し出が可能

上記以外の交通圏（塗られていない神戸市域交通圏以外）



７．自家用有償旅客運送の活用①～地域における移動手段の確保に向けて～

25

国土交通省「交通空白」解消本部 第１回（R6.7.17開催）資料「「地域の足」「観光の足」の現状と対策」より

「「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」におけるとりまとめ（令和６年５月）」を踏まえ、交通空白地、地方中心都市、大都市などそれぞ
れの地域事情ごとに、「移動の足」の確保に向けた取組が求められた。その際、制度拡充された「公共ライドシェア」（自家用有償旅客運送）
や、令和６年４月に創設された「日本版ライドシェア」など、地域交通を支える新しいツールなども積極的に導入し、「交通空白」を解消して
いくこととされた。



７．自家用有償旅客運送の活用②（公共ライドシェア）（道路運送法第78条2号）

26

◆「地域の足」の確保は、バス・タクシーといった既存の交通事業者の協力を第一に検討してください。
◆その上で、既存のバス・タクシー事業者による輸送サービスの提供が困難な場合には、地域の関係者によ
る協議を経た上で、道路運送法の登録を受けて「自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）」を活用するこ
とができます。
◆実証実験では潜在的な需要を掘り起こし、経済効果などを確認すること。そのうえで目標値設定を。
◆自家用有償旅客運送の登録の対象者は、市町村、一般社団法人、自治会 などの非営利団体になります。
（株式会社などの営利企業が運営で協力することは可能）

↓国土交通省「交通空白」解消本部 第１回（R6.7.17開催）資料「「地域
の足」「観光の足」の現状と対策」より～対策例～



８．「道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」（R6.3.1）
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自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－１．無償運送について

28

自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－２．宿泊施設＆介護施設の利用に付随する送迎
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自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－３．ツアー＆ガイドに付随する送迎
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自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－４．運送サービスの有無で施設の利用料金等に差を設ける場合の扱い
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自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－５．地縁団体が行う運送サービス
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自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より



８－６．国交省ＨＰ「道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」
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国土交通省ＨＰ→物流・自動車サイトへ移動

こちらも参考に
国土交通省ＨＰ→公共交通サイト



９．輸送資源フル活用の全体イメージ

34

自家用有償旅客運送に関係する通達「道路運送法における許可または登録を要しないガイドラインについて（通達最終改正R8.6.5）」イラスト版より

※教育文化・医療・福祉・商業・観光等に関係する施設
への送迎サービスと連携



１０．補助金①地域公共交通確保維持事業 陸上交通：地域間幹線系統補助 （幹線の１）

補助対象系統のイメージ

 地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク
赤字バス系統（補助対象）

Ａ町 Ｂ市 Ｃ村

バス停
地域をまたがる幹線交通ネットワーク

黒字バス系統（補助対象外）
駅 駅

○ 補助対象事業者
一般乗合旅客自動車運送事業者又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
予測費用（補助対象経常費用見込額）から予測収益（経常収益見込額）を控除した額

補助内容

予測費用

補助対象
経費

予測
収益

欠損

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
・一般乗合旅客自動車運送事業者による運行であること
・複数市町村にまたがる系統であること

（平成13年３月31日時点で判定）
・１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの
・輸送量が15人～150人／日と見込まれること

・経常赤字が見込まれること

※ １日の運行回数３回（朝、昼、夕）以上であって、１回当たりの
輸送量５人以上（乗用車では輸送できず、バス車両が必要と
考えられる人数）

※ ①復興特会から移行する応急仮設住宅非経由系統のうち、
東日本大震災前に輸送量要件を満たし、補助対象期間に輸
送量見込が要件を満たさない系統、②熊本地震前に輸送量
要件を満たし、補助対象期間に輸送量見込が要件を満たさ
ない系統については、輸送量要件を緩和（一定期間）

地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、地域間交通ネットワークを形成す
る地域間幹線系統の運行について支援。

＜補助対象経費算定方法＞
予測費用

（事業者のキロ当たり経常費用見込額
×系統毎の実車走行キロ）

－
予測収益

（系統毎のキロ当たり経常収益見込額
×系統毎の実車走行キロ）

-35-



１０．補助金① 地域間幹線系統補助 幹線の２ ～スケジュール （運行費、車両減価償却費）～

R７年度
R８年度

R９年度

R7. 
4
月

5
月
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月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

R8.
1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

R9.
1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

R10.
1
月

2
月

3
月

Ｒ
８
年
度
事
業

計
画
認
定
申
請

計
画
認
定  

補
助
金
交
付
申
請

事
業
評
価

 

第
三
者
評
価
委
員
会

交
付
決
定

補
助
金
交
付

Ｒ
９
年
度
事
業

 

計
画
認
定
申
請 

計
画
認
定

補
助
金
交
付
申
請

事
業
評
価

 

第
三
者
評
価
委
員
会

交
付
決
定

Ｒ
10
年
度
事
業

 

計
画
認
定
申
請

計
画
認
定

R8年度事業(10/1～9/30)

R9年度事業(10/1～9/30)

R10年度事業

幹
線
補
助
年
度

（通常の会計年度）
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１０．補助金② 地域公共交通確保維持事業（陸上交通：地域内フィーダー系統補助）フィーダーの１
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１０．補助金② 地域公共交通確保維持事業（陸上交通：車両購入に係る補助） フィーダーの２
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１０．補助金③令和8年度 交通DX・GXによる経営改善支援事業等補助金 その１

★キャッシュレス機器等の一部メニューについて、貸切バスが対象外に。
★交付決定前着手が可能に。／バス、タクシーの移動円滑化に要す
る改造費（ステップの取り付け等）が新たに対象に。
★ノンステップバスの導入は新車限定に。

〈交付申請期間〉
令和８年４月２７日～５月２９日 ２次公募の有無未定

旅客自動車運送事業者等によるバリアフリー化設備等の整備をはじめ、DX・GX等による
利便性向上や人材確保に資する取組や、訪日外国人旅行者が公共交通機関でストレスフリー
に旅行できる環境を整備するための経費等に対して助成する事業。

※★は昨年度事業からの変更点
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１０．補助金③令和8年度 交通DX・GXによる経営改善支援事業等補助金 その２

★女性用設備やカスハラ対策に係る費用が補助対象に追加。
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１０．補助金④ タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業

○ イラン情勢を受け、ＬＰガス等の高騰が見込まれることから、国民生活等への不足の影響を
緩和するため、ＬＰガスを使用するタクシー事業者の燃料価格について時限的・緊急避難的な激
変緩和事業を継続。

〈事業概要〉

ＬＰガスを使用するタクシー事業者に対して、燃料高
騰相当分を支援

〈補助スキーム〉

〈支援内容〉令和８年４月分は11.0円／ℓ、５月分は19.5円／ℓの支援を実施
〈申請受付期間〉令和８年７月９日～９月４日

ＬＰガス価格
４月第１週 118.6円／ℓ

５月第１週 131.9円／ℓ

６月第１週 135.6円／ℓ

４月と５月の平均（125.3円／ℓ）

５月と６月の平均（133.8円／ℓ）

基準価格（114.3円／ℓ※）

※ＬＰガス販売価格の全国平均

☆短期間の値上がりに対応するため、４月分よりＬＰガス価格の算出方法を変更
変更前：各月の第１週の全国平均価格をその月のLPG価格として設定。
変更後：各月の第１週の全国平均価格と翌月の第１週の全国平均価格の平均値をLPG価格として設定

平均価格と基準価
格の差額分を支援
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１０．補助金⑤ 地域一体となった持続可能な観光地域づくりの推進 予算
（観光フィーダーの１）



オーバーツーリズム、「交通空白」などの課題解決を通した“持続可能な観光”の更なる推進に向けて、生活交通に加え、観光の主要交通
結節点等における二次交通としての役割が期待される地域内のバス交通・デマンド交通の運行について支援。

○ 補助対象事業者
地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
補助対象系統に係る経常費用から経常収益を控除した額

補助内容
○ 補助率 １／２以内

○ 主な補助要件

市町村等が定めた地域公共交通計画に、地域住民の生活交通に加えて観光需要に対

応する二次交通として位置付けられた系統であり、

  ・一般乗合旅客自動車運送事業者、自家用有償旅客運送者による運行であること

 ・国土交通省がリストアップする主要交通結節点及び国際観光振興法に定める指定区

間（注）のいずれにも接続する系統であること

 ・多言語表記への対応等、受入環境に係る利便増進措置を実施すること

  ・新たに運行を開始するもの又は公的支援を受けるものであること

  ・路線定期運行の場合、輸送量が２人／１運行（往復）以上であること

  ・経常赤字であること

※地域公共交通確保維持事業における地域内フィーダー系統補助との重複受給は認めない

経常費
用

補助対
象経費

経常
収益

欠損

主要交通結節点 地域内のバス交通 ・デマンド（区域）交通 
（地域内観光フィーダー系統補助対象）

補助対象系統のイメージ

（注）外国人観光旅客の利便の増進を図ることが特に必要な、多数の外国人観光旅客が利用する区間又は外国人
観光旅客の利用の増加が見込まれる区間

43

１０．補助金⑤ 地域内観光フィーダー系統補助金の概要 （観光フィーダーの２）
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〇 サバイバル事業による運行の確保・維持が必要と
して位置づけ

〇 一般乗合、公共ライドシェア等

〇 補助対象地域間幹線バス系統等に接続する
フィーダー系統

〇新たに運行を開始するもの又は公的支援を受ける
もの

〇路線定期運行の場合、輸送量が２人/１運行
（往復）以上

〇経常赤字

〇 地域住民の生活交通に加えて観光需要に対応
する二次交通として位置づけ

〇 一般乗合、公共ライドシェア等

〇 国土交通省がリストアップする主要交通結節点及
び国際観光振興法に定める指定区間のどちらにも
接続する観光フィーダー系統

〇新たに運行を開始するもの又は公的支援を受ける
もの

〇路線定期運行の場合、輸送量が２人/１運行
（往復）以上

〇経常赤字
〇多言語表記への対応等、受入環境に係る利便増

進措置を実施

地域内フィーダー系統 観光フィーダー系統

地域公共交通計画への位置づけ 地域公共交通計画への位置づけ

運送主体 運送主体

接続性要件 接続性要件

新規性要件新規性要件

その他の要件 その他の要件

※タクシー低廉化は措置しない

※地域内フィーダーからの移行は新規性ありとみなし

主要交通結節点、指定区間を事前
に設定しておく必要があります。

１０．補助金⑤ 従前の地域内フィーダー系統補助との相違点 （観光フィーダーの３）
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１１．学校教育等に関する移動の安全確保のための対策①
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１１．学校教育等に関する移動の安全確保のための対策②
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１１．学校教育等に関する移動の安全確保のための対策③
※貸切バス運賃の単価は公示で定められています。公示額より安い運賃の場合でおかしいと思いましたら、陸運部へ相談を。
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１０～１１ の各サイト

https://www.lpg-subsidy.pacific-hojo.jp/

https://kotsu-kuhaku-r8.jp/

https://www.kotsu-dxgx-hojo.go.jp/

他にも自動運転実装関係、総務省関係補助金、等あります。

観光振興事業費補助金交付要綱（オーバーツーリズムの未然防止・抑制を
はじめとする観光地の面的受入環境整備促進事業） 
第8章 地域内観光フィーダー系統補助事業（第８５条－第９６条） 参照
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１２．MOBILITY UPDATE PORTAL、「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム

プラットフォーム会員一覧（R8.6末 29/41）

「MOBILITY UPDATE PORTAL」とは、「交通空白」解消に向け、モビリティデータの利活用など新たなアプローチを取り入れながら、地域の多様な関係者が連
携・協働して地域交通の再構築(リ・デザイン)を進め、その利便性・生産性・持続性を高めるための様々な支援ツールや情報を提供します。

はじめての地域公共交通計画／用語集

アップデートガイダンス

地域の実例

支援ツール

国土交通省「交通空白」解消本部 第６回（R8.6.10開催）資料「「交通空白」解消に向けたその他の取組状況」より

豊岡市、多可町、洲本市、淡路市、丹波篠山市、尼崎市、芦屋市、丹波市、
加西市、南あわじ市、加東市、西脇市、三田市、養父市、播磨町、加古川
市、猪名川町、宝塚市、新温泉町、神戸市、香美町、朝来市、宍粟市、小
野市、三木市、西宮市、川西市、相生市、姫路市



補助金を含め、不明な点は遠慮なく、ご相談ください。
なお、外出が多いことから、メール送信時は輸送部門のみ
（桒原、竹原）だけでなく、企画調整官も送信していただけ
れば幸いです。（返信に時間がかかることがあります）

神戸運輸監理部兵庫陸運部輸送部門
神戸市東灘区魚崎浜町３４－２
℡：０７８－４５３－１１０４

それ以外にも、参考となるＨＰがあります。
例えば
公共交通トリセツ
https://kotsutorisetsu.com/
トヨタモビリティ基金 ちいモビ
https://chimobi-toyota-mf.jp/?from=tmf

中部運輸局ＨＰ
公共交通に関する報告書や事例集、マニュアル類を掲載しています。
◆自治体交通担当者のための道路運送法実務マニュアル（R06年度改訂版）地
域公共交通会議の開催・運営に必要となる協議事項や資料作成のポイントをま
とめた実務書です。
◆はじめての地域公共交通～公共交通担当になったら読む本～
自治体において地域公共交通の業務を担当される方への入門 など

九州運輸局ＨＰ

※資料は発行時期を確認したうえで、読んでください。
※ＮＰＯ法人再生塾セミナーなど各種シンポジウムへの参加も勉強になります。

国土交通省ＨＰ
→公共交通
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